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	議員提出議案第１号
	三島町議会の個人情報の保護に関する条例

	継続審査の申し出について

	開会
	午前１０時

	議事日程
	議長は別紙のとおり議事日程を配付した

	
	会議録署名議員を次のとおり指名した

	会議録署名議員
	６番
	二　瓶　俊　浩
	７番
	菅　家　三　吉


　　　　　　　　　　議　事　の　経　過

　　　　　　　　　　◎開会及び開議
○議長　　おはようございます。定刻でございます。

　　全議員の出席を見ております。
　　ただいまから令和５年第１回三島町議会定例会を開会いたします。
　　それでは、これより本日の会議を開きます。（午前１０時００分）
　　　　　　　　　　◎会議録署名議員の指名

○議長　　日程第１、会議録署名議員の指名でございますが、会議規則第125条の規定により、議長より指名いたします。

　　６番、二瓶俊浩君、７番、菅家三吉君の両名を指名いたします。
　　　　　　　　　　◎会期の決定について

○議長　　日程第２、会期の決定を議題といたします。

　　お諮りいたします。

　　本定例会の会期は、本日より14日までの７日間にしたいと思いますが、これにご異議ございませんか。

　　　　　　　　　　（異議なし）

○議長　　ご異議なしと認めます。

　　よって、本定例会の会期は、本日より14日までの７日間に決定いたしました。
　　　　　　　　　　◎諸般の報告について

○議長　　日程第３、諸般の報告を行います。

　　町監査委員よりの出納検査の結果報告でありますが、事務局より朗読させます。

　　事務局長。

　　　　　　　　　　（事務局長朗読）
○議長　　次に、会津若松地方広域市町村圏整備組合議会の報告についてを説明お願いいたします。
　　８番、大竹克昌君。
　　　　　　　　　　（会津若松地方広域市町村圏整備組合議会議員説明）
○議長　　以上で諸般の報告を終わります。
　　　　　　　　　　◎町長の挨拶並びに提案理由の説明

○議長　　日程第４、町長の挨拶並びに提案理由の説明を受けます。

　　町長。

○町長　　令和５年第１回三島町議会定例会に当たり、議員各位のご出席を賜り開会できますことに敬意と感謝を表するものであります。
　　春めいた日差しに雪解けも進み、心が浮き立つように感じます。
　　一方では、ロシアの軍事侵攻から１年が過ぎましたが、戦火は激しくなるばかりで収束の兆しが見えず、世界情勢は混迷の様相を呈しています。エネルギーや食料、原材料価格等の高騰は広く住民生活に大きな影響を及ぼしております。国際社会が一致団結して、戦争の終結に向け協調されるよう願うものであります。
　　また、２月６日に発生しましたトルコ・シリア大地震は、東日本大震災からもうじき12年を迎える私たちにとっても他人事ではありません。亡くなられた皆さんのご冥福をお祈りするとともに、被災、避難されている皆さんの一日も早い回復をお祈りいたします。
　　それでは、行政諸般についてご報告を申し上げます。
　　１点目は、雪と火のまつりが去る２月18日、３年ぶりに開催されました。50回目の記念の祭りでありますが、これまでに開催してきた日時を変更し、サイノカミ等の伝統行事の再現をメインとして、雪上イベントや歌謡ステージ、そして花火大会と、濃密な時間となりました。多くの皆さんにご来場いただき、観光協会をはじめご協力いただきました皆さんに感謝を申し上げる次第であります。
　　２点目は、議会の皆さんにも、さきにご説明ありました県立宮下病院の建て替えに係る基本計画について、町内はもとより診療圏４町村の住民を対象として、説明会が２月25日に町民センターで開催されました。多くの住民の皆さんが参加され、新たな施設への期待の大きさを感じたところであります。皆さんからいただきましたご意見を参考に、住民にとって望まれる施設となるよう、これからも連携して強く要望するとともに、事業が円滑に進むよう協力してまいる所存であります。
　　それでは、本定例会にご提案を申し上げました議案についてご審議をお願い申し上げるに当たり、施政方針の一端を申し述べ、議会並びに町民各位のご理解とご支援を賜りたく、お願いを申し上げる次第であります。
　　国の令和５年度の予算案は、先般、衆議院において可決されました。

　　一般会計の総額は、対前年度6.3％、６兆7,848億円の増で、歳入歳出予算の総額は114兆3,812億円と過去最大となりました。
　　世界的なエネルギーや食料価格の高騰や景気後退懸念、これまでの新型コロナウイルス感染症への対応や臨時の補正予算の編成等により、財政は過去に例を見ないほど厳しさを増している中、歴史の転換期にあって日本が直面する内外の重要な課題に道筋をつけ、未来を切り開くための予算と位置づけております。
　　具体的には、新たに策定された国家安全保障戦略等の下での防衛力の抜本的な強化や、本年４月に新たに設置されるこども家庭庁を司令塔とした子ども・子育て支援の強化、デジタル田園都市国家構想の下での地方公共団体のデジタル実装の加速化、地方創生に資する取組への支援等、現下の重要課題に正面から向き合い、一定の道筋をつけ、また新型コロナウイルス感染症及び原油価格・物価高騰対策予備費４兆円、ウクライナ情勢経済緊急対応予備費１兆円を措置し、予期せぬ状況変化にも引き続き万全の備えを講じる内容となっております。

　　福島県においても、一般会計総額１兆3,382億円で、対前年度5.6％、706億円の増となっております。喫緊の課題である新型コロナウイルス感染症や原油価格・物価高騰への対応、震災・原子力災害からの復興と福島ならではの地方創生を加速させ、防災力の強化、地球温暖化対策、デジタル化変革の推進等の一つ一つの取組をさらに進化させていくための予算と位置づけております。
　　そんな中で、当町の令和５年度一般会計予算は、歳入歳出総額29億8,600万円で、対前年度14.9％、３億8,630万円の増と、過去最高額となっております。
　　第５次三島町振興計画の３年目であり、計画に掲げた４つの基本目標の実現に向け、暮らし、経済、文化、環境の分野を横断し、人口減少対策と地方創生の推進を重点プロジェクトとして一体的に展開することで、成果を上げるための予算としたところであります。
　　また、まず基本目標Ⅰの「結婚・出産・子育てしやすい環境をつくる」ですが、令和４年度の当町の出生数はゼロであり、非常に重く受け止めております。個々のライフスタイルや価値観の多様化で出生数は年々減少しており、統計開始以来、全国でも初めて80万人を下回ったと報じられております。人口予測から10年も前倒しで少子化が進行しているとのことであります。

　　政府は、少子化対策を含めた子ども関連予算の増額を示しておりますが、当町においても最重要課題であり、あらゆる分野が連携して対策を講じる必要がありますので、全庁的な取組を進めてまいります。
　　１点目の出会い・交流推進プロジェクトでは、新型コロナウイルス感染症の影響で、人との交流機会が減少しているところですが、結婚対策を含め、出会いの場づくりとして世代間交流事業を進めてまいります。
　　２点目の出産・育児応援プロジェクトでは、引き続き子育て世代が妊娠・出産期から育児期にわたって安心して子育てができるよう、相談支援機能を強化し、伴走型の充実を図ります。また、母子に対するきめ細かな保健指導を実施し、出産・子育て環境の充実と子育て世代の経済的負担の軽減を図ってまいります。
　　３点目の子育て・教育環境向上プロジェクトでは、保育サービスの質の向上として、保護者のニーズに対応できる柔軟な保育体制を確保するとともに、安心して預けられる環境づくりに取り組んでまいります。また、放課後の見守りを必要とする児童を対象とした放課後児童クラブについて、コーディネーターと指導員を配置し、安全安心な遊びや生活の場を提供いたします。
　　昨年配置しました図書館支援員制度を継続し、公民館、小中学校の図書の整理と児童生徒の読書活動を推進してまいります。
　　学校教育については、小学校では３、４学年と５、６学年が複式学級となるため、複式補充教員を配置し、小中学校で教育支援員の配置を継続します。
　　総合学習支援事業では、おばあちゃんの味あるいは田んぼの学校、地区探検事業、森林環境学習を継続し、郷土愛を育むキャリア教育の充実も図ってまいります。
　　また、新たに英語力向上に向けて、小学校５、６年生からの英語検定料補助や、ブリティッシュヒルズでの英語体験研修を実施いたします。
　　自宅等での通信環境確保のため、モバイルＷｉ－Ｆｉの無料貸出しを継続し、ＩＣＴを活用した教育環境の推進を図ります。
　　新たな取組として、国が進める中学校の休日部活動の地域移行に向けて検討委員会を設置し、課題について協議を進めることとしております。
　　続いて、基本目標Ⅱの「地域資源を生かしたしごとをつくる」では、担い手育成・生産性向上プロジェクトと農商工連携プロジェクトでは、農業生産体制の強化と新規就農者育成として、遊休農地の抑制に取り組む集落及び桐の里産業株式会社の運営支援や農業生産環境整備事業補助金、認定農業者への支援育成事業補助金を継続し支援してまいります。
　　また、中山間地域所得確保計画に基づき、福島大学農学部との産学官連携事業として農作物の販売拡大を図ってまいります。

　　会津地鶏の食鳥処理施設の更新を行い、処理羽数の拡大及び加工施設の機能強化を図ります。会津地鶏はふくしま三大ブランド鶏として、伊達鶏の伊達市、川俣シャモの川俣町と連携して、三大鶏としてイベントを開催し、販路拡大を図ってまいります。
　　山菜加工場へは支援アドバイザーを継続し、新商品開発と販路拡大を図ってまいります。
　　有害鳥獣対策については、電気柵等設置補助事業や生息調査事業を継続し、捕獲体制を整備してまいります。
　　会津桐の振興では、桐専門員による栽培・育成方法の研究や桐植栽地の管理、会津桐タンス株式会社の桐製品ＰＲと新商品開発を支援してまいりまいります。
　　経済・エネルギー循環プロジェクトでは、森林整備を推進し、森林所有者に利益を還元できる仕組みづくりを目指します。ふくしま森林再生事業や森林環境交付金、森林環境譲与税を活用して、各地区の森林整備あるいは作業道整備及び林道舗装を実施してまいります。
　　また、木の駅事業の継続により、森林管理と資源の循環について意識の情勢を図るとともに、新たに住宅向け太陽光パネル設置補助金を設けるとともに再生可能エネルギーの活用とゼロカーボンビジョンの実現に向け、国立環境研究所と連携し、地域循環共生圏について継続して検討してまいります。
　　基本目標Ⅲの「交流人口から関係人口・定住人口につながる流れをつくる」では、１点目の交流・関係人口創出プロジェクトでは、コロナによる観光関連産業の回復に取り組むとともに、持続可能な地域づくりのため観光ビジョン策定に向け、課題、資源等の現状把握と整備に取り組みます。
　　コロナ後のインバウンドの回復も見られることから、「テレサ・テン」ゆかりの地として、また生活工芸を通した台湾交流を継続発展させ、交流人口増につなげてまいります。何といっても町最大のイベントであるふるさと会津工人まつりは、昨年秋の運営体制を参考とし、コロナ対策を講じながら６月開催で進めてまいります。

　　美坂高原については、昨年より始まりました星空活用事業を継続し、さらに認知度向上を図るため、国際的な認定制度である星空保護区の認定を目指してまいります。
　　また、只見線の全線開通が果たされましたので、只見線を活用した地域振興として、宮下駅周辺の再整備に取り組み、からんころん脇の空地整備と駅前イベント運営を進めてまいります。
　　ふるさと納税では、企業版ふるさと納税の導入を検討し、ふるさと運動からつながるまちづくり応援団の獲得に努めてまいります。
　　２点目の定住人口創出プロジェクトでは、住宅環境の整備として、空き家の利活用については改修等補助金や移住定住相談員を配置し取り組んでまいり、なお一層の利活用につなげるため、全壊した家屋に対する補助や家財処分に対する補助等制度の見直しを図ってまいります。
　　令和４年度に移住定住への不安解消やミスマッチ防止を目的として実施した移住体験ツアーを継続し、空き家所有者の意向調査を実施してまいります。
　　経年劣化による空き家等の倒壊が増えており、地区からの情報提供、所有者への管理周知、特定空家の解消に向けた取組を進めてまいります。
　　当町の移住定住施策の特徴的なものとして、ものづくりを通した生活工芸村構想があります。コロナの影響によりアカデミー生の募集ができませんでしたが、令和５年度から再開し、後継者の育成と定住化につながるように進めてまいります。

　　定住環境としては、デジタル化に必須となっております当町のデジタル化のロードマップとしての三島町ＤＸ推進計画を令和４年度に策定しましたので、町民生活の利便性の向上につながるように進めてまいります。
　　１つには、老朽化した三島テレビ放送設備の更新を実施し、安定した送信体制を整備いたします。
　　さらに、こちらも導入から12年が経過したＩＰ告知端末、いわゆるテレビ電話については、部品もなく修繕もできなくなっていることから、これに代わる新たな通信サービスを検討しており、前提となる通信環境の整備に取り組んでまいります。
　　また、マイナンバーカード取得手続等について、引き続き支援してまいります。
　　３点目の情報発信力強化プロジェクトでは、情報発信の重要性を強く認識し、町ホームページを新しくしましたので、誰もが見やすく分かりやすい情報発信に努めてまいります。
　　基本目標Ⅳの「生涯いきいきと過ごせる魅力ある地域をつくる」では、１点目のいきいき健康増進プロジェクトとしては、まずは新型コロナウイルス感染症予防に引き続き注意喚起を図ってまいります。ワクチン接種等、国・県の動向を踏まえ、迅速に対応できるように取り組んでまいります。
　　生活習慣病予防・重症化予防等をきめ細やかな保健指導につなげるため、特定健診受診率の増を図ります。
　　予防接種事業では、新規事業として50歳以上を対象とした帯状疱疹ワクチン接種費用助成を実施し、接種率の向上による後遺症の予防を図ります。
　　また、次期健康増進計画及びデータヘルス計画（第３期保健事業実施計画）を策定し、令和６年度からの健康づくり事業等について協議してまいります。

　　目指せ！健康寿命＋10歳（プラステン）推進事業では、活動量計を活用し、身体活動を促し、適切な食生活や運動を取り入れた生活習慣の確立を目指してまいります。
　　高齢者福祉の分野では、生きがいづくりとして新たに健康麻雀教室を実施し、仲間づくりや脳のトレーニング、介護予防等を促し、交流の機会を提供して、孤立化の予防と社会参加に結びつける考えであります。
　　障害者福祉については、成年後見人制度の利用促進と円滑な運用が図れるよう体制を整備してまいります。また、両沼管内地区で障害者に対する相談業務の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの設置を目指しております。
　　冒頭でも述べましたように、県立宮下病院の建て替えに関する計画案ができてきましたので、引き続き、住民が安心して暮らしていける医療体制の整備について、近隣町村と連携し、県に要望してまいりたいと考えております。
　　２点目の温故知新プロジェクトでは、文化財を活用した地域づくりとして荒屋敷遺跡の活用を図ってまいります。
　　奥会津７町村が連携し、奥会津振興センター事業として奥会津の縄文展を企画しておりますので、ＰＲを図ってまいります。
　　町史編さん事業については、今年度末に２冊目の資料編「近現代」の発刊を予定しておりますので、引き続き町の歴史について後世に伝わるようまとめてまいりたいと考えております。
　　３点目の地域の暮らしと魅力向上プロジェクトでは、支え合いながら安心して暮らせる仕組みづくりとして地域支え合い事業の周知を図り、支援が必要な世帯の把握と適したサービスの提供をしてまいります。
　　地区づくりへの支援として、各地区の目標に沿った主体的な取組を進めるために、地区支援事業補助金、美しい村づくり町民運動事業の積極的な活用が図れるよう、地区担当職員制度を機能させ、地区要望等へ丁寧に対応してまいります。
　　地域の担い手確保として、新たな組織、特定地域づくり事業協同組合の運営が始まりました。多様な働き方と担い手の確保に３町村連携で支援してまいります。
　　町営バス事業については、住民ニーズに合わせた移動手段の制度設計に加え、観光を目的とした二次交通の利用促進を目指して、引き続き検討してまいります。
　　燃料供給体制については、令和４年度で整備しました道の駅駐車場の脇にＳＳ（サービスステーション）を整備します。老朽化した現ＳＳの利便性向上と住民生活に必要な燃料等の確保を図るものであります。
　　４点目の災害に強いまちづくりプロジェクトでは、自然災害等を想定した防災訓練を実施してまいります。いざというときの行動を確認する意味でも、定期的な訓練と、防災・防犯体制を整備してまいります。また、自主的な行動が取れるよう地区単位の防災組織の必要性が叫ばれておりますので、少子高齢化の進行が著しい当町にとっては、早急に育成してまいりたいと考えております。
　　以上、令和５年度を迎えるに当たり、所信の一端を申し述べましたが、当町の財政は自主財源が乏しく、地方交付税に依存する根本的な財政力が低い構造となっております。
　　各種事業を実施するためには、国・県等の補助金と町債の発債により賄うことを基本としており、これまでの起債により、今後数年間は公債費が高い水準で推移いたしますので、中期財政計画及び県の財政診断を念頭に財政運営に当たる所存でありますので、議員各位のご理解とご支援を重ねてお願いを申し上げる次第でございます。
　　次に、本定例会にご提案申し上げました議案についてご説明を申し上げます。
　　議案第２号は、三島町個人情報保護法施行条例であります。個人情報の保護に関する法律の一部改正が令和５年４月１日に施行されることに伴い、全国的な共通ルールの下、個人情報保護制度が運用されることから、現行条例を廃止し、新たな条例を制定するものであります。

　　議案第３号は、三島町情報公開及び個人情報保護審査会条例等の一部を改正する条例であります。個人情報の保護に関する法律の一部改正に伴い、三島町情報公開及び個人情報保護審査会条例の審査会所管事務について所要の改正を講ずるとともに、三島町個人情報保護条例の廃止及び三島町個人情報保護法施行条例の制定に伴い、関連する18件の条例の文言を一括改正するものであります。

　　議案第４号は、地方公務員法の一部改正に伴う関係条例の整備に関する条例であります。地方公務員法の一部改正に伴い、職員の定年年齢の引上げ等について、三島町職員の定年等に関する条例等、関連する９件の条例の一部改正と、職員の再任用に関する条例の廃止を一括して行うものであります。
　　議案第５号は、三島町まちづくり基金条例の一部を改正する条例であります。過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法が令和３年度に改正されたことに伴い、所要の改正を講ずるものであります。

　　議案第６号は、三島町国民健康保険条例の一部を改正する条例であります。国民健康保険法の一部改正に伴い、出産一時金の額を増額するものであります。
　　議案第７号は、三島町生活工芸館設置条例の一部を改正する条例であります。利用者の利便性向上のため、機械使用料を時間制に改正するものであります。

　　議案第８号及び第９号は、指定管理者の指定についてであります。早戸交流拠点施設と三島給油所の両施設が今年度末に指定管理期間が満了することに伴い、再指定いたしたくご同意をお願いするものであります。
　　議案第10号は、令和４年度三島町一般会計補正予算で、歳入歳出7,490万円を減額し、歳入歳出それぞれ27億6,170万円とするものです。
　　補正予算の内容は、まず、繰越明許費で３事業1,468万1,000円を翌年度へ繰り越すもので、繰越事業は、戸籍情報システム改修事業、出産・子育て応援交付金事業、地場産業及び観光産業事業継続補助金事業で、いずれも国庫補助金等を財源として繰り越すものであります。
　　歳入の主なものとしては、森林環境譲与税額の確定による205万8,000円の増、地方交付税の普通交付税で臨時経済対策分2,922万5,000円が追加交付となり、増額計上いたしました。
　　衛生費負担金では、滝原ごみ最終処分場恒久対策工事が減額となったことにより減額であります。
　　衛生費国庫負担金では、新型コロナウイルスワクチン接種対策費として、医療機関接種分396万2,000円を計上いたしました。
　　総務費国庫補助金では、マイナンバーカード交付事業費として72万2,000円を増額計上し、地方創生臨時交付金と特定地域づくり推進交付金は事業確定によりそれぞれ減額しております。

　　民生費国庫補助金では、繰越事業となる出産・子育て応援交付金144万8,000円を計上し、衛生費国庫補助金の新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業は集団接種分が減額となりました。

　　歳入面では、財政調整基金繰入金を774万4,000円減額し、公共施設整備基金を630万円増額計上しました。
　　まちづくり基金、森林環境基金共に、事業確定によりそれぞれ減額し、町債では、過疎対策事業債が事業確定により4,860万円を減額し、総額１億4,460万円と、起債が抑制されました。
　　歳出においては、事業実績並びに事業見込みによる整理予算が主で、減額措置を各項目にわたり計上しておりますので、増額した分の主なものについてご説明いたします。
　　総務費の財産管理積立金では、公共施設整備基金と減債基金それぞれ5,000万円を計上し、企画費の積立金ではふるさと納税分168万6,000円を増額計上いたしました。
　　民生費の児童措置費では、繰越事業である子ども・子育て支援事業分として、報酬、職員手当、調査費をそれぞれ計上してございます。
　　観光費では、早戸交流拠点施設日帰り棟の内装改修工事を実施したところ、壁内の柱に腐食が発見されたことから、379万5,000円を増額計上し、対策を講じるものであります。
　　消防費の情報無線管理費では、大登地区野外拡声機及び大登中継局の修繕に408万円を計上し、教育費小学校管理費の備品購入費で、新入学児童用机・椅子７台の更新分として73万2,000円を計上したものであります。
　　議案第11号は、令和４年度三島町国民健康保険特別会計補正予算で、歳入歳出166万9,000円を減額し、歳入歳出それぞれ２億566万1,000円とするものであります。

　　歳入では、県支出金の保険給付費等交付金が264万3,000円の増により、国保事業繰入金432万7,000円を減額するものであります。

　　議案第12号は、令和４年度三島町簡易水道事業特別会計補正予算で、歳入歳出88万4,000円を減額し、歳入歳出それぞれ１億5,135万6,000円とするものです。
　　歳入では、事業費の減額により公営企業会計適用債80万円を減額するものです。

　　議案第13号は、令和４年度三島町路線バス事業特別会計補正予算で、歳入歳出130万円を減額し、歳入歳出それぞれ3,070万円とするものであります。
　　歳入においては、繰越金395万5,000円を計上したことにより、一般会計繰入金を減額するものであります。
　　議案第14号は、令和４年度三島町農業集落排水事業特別会計補正予算で、歳入歳出73万1,000円を増額し、歳入歳出それぞれ3,752万8,000円とするものでございます。
　　歳入においては、一般会計繰入金を増額し、歳出における役務費汚泥引き抜き手数料に充てるものであります。
　　議案第15号は、令和４年度三島町介護保険特別会計補正予算で、歳入歳出2,868万9,000円を減額し、歳入歳出それぞれ４億6,788万7,000円とするもので、歳出の介護サービス給付費等の見込みによる減額であります。
　　議案第16号は、令和４年度三島町戸別合併処理浄化槽事業特別会計補正予算で、歳入歳出91万5,000円を増額し、歳入歳出それぞれ4,696万6,000円とするものでございます。
　　歳出においては、合併処理浄化槽維持管理委託料の増額に、一般会計繰入金を増額して充てるものであります。
　　議案第17号は、令和４年度三島町後期高齢者医療特別会計補正予算で、歳入歳出57万7,000円を減額し、歳入歳出それぞれ3,620万3,000円とするものであります。歳出の広域連合納付金の減額によるものであります。
　　議案第18号は、令和５年度三島町一般会計予算で、当初予算総額は29億8,600万円とし、対前年度比３億8,630万円、14.9％の増となりました。

　　予算の内容といたしましては、さきに申し上げましたように、第５次三島町振興計画の実現を目指す予算として、国・県の動向を注視し、当町の財政事情を勘案し、事業計上をしたものであります。
　　歳入のうち、町税は１億6,095万3,000円で、ほぼ前年同額を見込んでおります。
　　地方交付税につきましては、前年度より１億3,000万円、10.8％増の13億3,000万円を見込んだところで、歳入予算全体の44.6％となっております。
　　分担金及び負担金については、滝原ごみ処理場の恒久対策工事が完了したことから、関係市町村からの負担金は大きく減額となっております。
　　国庫支出金では、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業補助金や社会資本整備総合交付金の減により3,946万4,000円の減額となっております。
　　県支出金については、「歳時記の郷・奥会津」活性化事業が増額となっておりますが、ふくしま森林再生事業及び治山施設補助事業の減額により322万3,000円の減額となっております。
　　繰入金は総額で５億4,861万6,000円と、対前年度比１億7,715万1,000円、47.7％の増となりました。ＳＳ整備に充てる公共施設整備基金からの繰入れが増額の要因であります。

　　諸収入では、ＳＳ整備に係る補助金7,500万円を計上し、対前年度比400％を超える増額となったところでございます。

　　町債では、過疎対策事業債でケーブルテレビ放送設備更新に１億280万円、食鳥処理施設整備に２億1,900万円を計上したことにより、全体で３億6,520万円となり起債上限目標額を超過しましたが、令和４年度及び６年度と合わせ、　　　　目標額を達成する考えであります。
　　一方、歳出におきましては、性質別に見ると、公債費が４億2,000万3,000円と対前年度比5,307万7,000円、14.5％の大きな伸びとなっており、予算の30％近くを占める普通建設事業は８億712万9,000円で、ＳＳ整備、食鳥処理施設整備がそれぞれ３億円を超える事業で、ケーブルテレビ放送設備更新も１億円を超える等、大規模な事業が重なったものであります。補助金の関係が大きく、資材等が高騰していることも重なり、大変大きな額となったところであります。
　　そのほか、主な建設事業は補助事業で緊急配送用ローリー購入、ふくしま森林再生事業、観光交流イベント広場整備、単独事業は地区集会所エアコン設置、役場庁舎内電話設備改修、町民センター空調設備改修、森林整備及び林道整備事業等を計上しております。
　　以上、一般会計の主なものを申し述べさせていただきました。
　　次、議案第19号は、令和５年度三島町国民健康保険特別会計予算で、歳入歳出１億8,948万5,000円とし、対前年度比0.6％の減となりました。当初予算における歳入については、保険税総額は対前年度比14.7％減の2,295万9,000円を計上してございます。

　　歳出の保険給費は１億3,195万7,000円と、対前年度比2.3％の増を見込んだところでございます。

　　議案第20号は、令和５年度三島町簡易水道事業特別会計予算で、歳入歳出２億1,850万7,000円とし、対前年度比51.1％の増となりました。簡易水道整備費として、檜原簡易水道配水管布設工事設計業務委託、名入西方簡易水道統合整備工事に7,040万円を計上したことによるものでございます。
　　議案第21号は、令和５年度三島町路線バス事業特別会計予算で、歳入歳出3,500万円とし、対前年度比9.4％の増となりました。運行業務委託料の増額によるものであります。
　　議案第22号は、令和５年度三島町農業集落排水事業特別会計予算で、歳入歳出3,657万円とし、対前年度比4.5％の増となりました。歳出における光熱水費等の増額によるものでございます。
　　議案第23号は、令和５年度三島町介護保険特別会計予算で、歳入歳出４億4,907万5,000円とし、対前年度比0.6％の減となりました。歳入の介護保険料は対前年度３％減の6,632万2,000円を見込み、歳出の保険給付費は前年度より１％減の４億2,461万3,000円と計上いたしました。

　　議案第24号は、令和５年度三島町戸別合併処理浄化槽事業特別会計予算で、歳入歳出4,515万4,000円とし、対前年度比2.0％の増となりました。歳出における資材等の高騰によるものでございます。
　　議案第25号は、令和５年度三島町後期高齢者医療特別会計予算で、歳入歳出3,655万9,000円とし、対前年度3.2％の増となりました。

　　以上、本定例会にご提案申し上げました議案の概要についてご説明を申し上げました。
　　なお、各議案につきましては、それぞれ担当課長をもって、詳細にご説明を申し上げますので、何とぞよろしくご審議を賜りますようお願い申し上げ、ご挨拶並びに提案理由の説明といたします。
○議長　　お諮りいたします。休憩を取りたいと思いますが、ご異議ございませんか。

（異議なし）

○議長　　ご異議なしといたしまして、11時まで休憩といたします。（午前１０時４８分）

◇　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　◇

○議長　　再開いたします。（午前１１時００分）
　　　　　　　　　　◎一般質問
○議長　　日程第５、一般質問に入ります。
　　通告者は２名であります。通告順に発言を許します。
　　８番、大竹克昌君。
　　なお、大竹克昌君の持ち時間は、ただいまから12時までといたします。
○８番　　お疲れさまでございます。８番、大竹、檀上より一般質問させていただきます。
　　今回は、三島町消防団について一般質問させていただきます。
　　皆さんもご存じのとおり、私は三島町消防団、俗に言う幹部、第２分団長を仰せつかっております。
　　今回は、質問等が消防団とかぶるかもしれませんが、私は一議員として、今回、一般質問させていただきます。
　　それでは、三島町消防団について。
　　近年、火災、自然災害、事故等、様々なものが相次いで発生しております。地球環境の変化が背景にあるのではないかとも言われており、三島町においても、火災災害の様相が変わってきたように思います。
　　このような中で、三島町消防団の皆様が地域の安心安全を守るために、日夜渾身的なご尽力をいただいていることに対し、心から敬意を表し、感謝いたしたいと思っております。
　　その消防団にとって問題となっているのが、団員の確保や高齢化、装備の改善、基本的な活動環境の改善ではないかと私は思います。そういったところからお伺いします。
　　行政から団員募集のＰＲ等を行っているのか伺う。
　　消防装備については、団員の意見も取り入れ、万全か伺う。
　　消防団員の高齢化、団員の減少を踏まえ、今後の消防団についての行政の考えを伺います。
　　以上であります。
○議長　　町長。
○町長　　８番、大竹議員のご質問についてお答えいたします。
　　団員募集についてですが、行政からＰＲ等、特に実施しておりませんが、各地区において、若い世代の消防団加入はおおむね入団されている状況と推測されます。各班において、毎年年度末ごろに消防団入団の勧誘を行っている状況でありますが、今後の消防団員の確保に向け、町全体として幅広く広報等での団員募集、ＰＲを行ってまいりたいと考えております。
　　②点目の消防装備については、個人装備品として平成24年度に火災災害時の団員の安全確保と意識高揚のため活動服一式を導入しました。各班の消防車両等については、おおむね20年を目安に順次更新しております。災害時等活動用資機材については、平成25年度、総務省消防庁より小型動力ポンプ付救助資機材搭載車の無償貸付けを受け、現在、宮下班へ配備しています。また、昨年度より、水難救助資材としてライフジャケットを各班へ配備。情報通信機材については、各班消防車両へ無線機を搭載し、消防団用として役場内に携帯用無線機トランシーバーを保有しております。
　　今後も、消防装備品の充実強化を図り、再度、消防施設点検等を実施し、各班の要望等を確認しながら対応してまいりたいと考えております。
　　今後の消防団についてのご質問でございますが、人員不足により一部班の活動に支障を来している状況でありますので、組織全体としての見直しが必要ではないかと考えております。
　　今後とも、町と消防団が一体あるいは一緒に協議しながら、新たな組織づくりに向けて進めていきたいと考えております。よろしくお願いします。
○議長　　再質問を受けます。
　　大竹克昌君。
○８番　　それでは、再質問させていただきます。
　　まず、１番の団員募集ということでありますが、この答弁のとおり、行政のほうも今までの町の流れというか、この言葉になっているのかなと私も思います。
　　今までですと、各班の消防の方に任せっきり、古い方が、班長が終わられて抜けますと、その班長さんたちが責任を持って新しい人を次に入れるような形を今までは各地区の班員の方々、取っておられたと思います。
　　ただ、私が言うのは、行政の方も分かっておられると思いますが、なかなか若い人がいなくなり、高齢化も進み、次の班員になる方がおられず、今いる50代60代の方が辞めますとなかなか入る人がいない。どんどんどんどん消防の人員が減っていく状況でございます。
　　そういった中で、人員をいかに募集するかというところでありますが、今、消防団のほうでは、よその地区の住所を持ってこの町に勤めに来られる方を消防団員として認めていると思いますが、それでよろしいですよね。
○議長　　総務課長。
○総務課長　　今、議員ご指摘の部分につきましては、もともと団員であった方が、町外に住所等を移して通ってこられる方を団員として認めているというご質問かと思いますけれども、基本的に消防団員については、町内に居住する者が正式団員というところでは条例で規定されておりますので、手続上、そういった手続がなされていないという部分があることについては確認しております。
　　なお、各班によりまして、やはり団員数の減少ということで非常に危惧しているところでございますので、今、少し様子を見ているというような状況かと考えております。
○議長　　大竹克昌君。
○８番　　多分、町にほかから来て勤務されるということで、そういう方も消防団員に認めていると思うんですが。住所はほかにあっても、この町に勤務される方は消防団に入れると思うんですが、私の間違いだったでしょうか。
○議長　　総務課長。
○総務課長　　消防の設置等に関する条例の中で、基本団員は本町に居住する年齢18歳以上の者、機能別団員は本町に居住または町内の事業所に勤務する者ということで規定されております。ただし、もともとの当町の消防団員を住所がなくなって退団した者というような規定になってございます。
○議長　　大竹克昌君。
○８番　　ちょっと私も消防団の役員に入っているので話があれですけれども、多分、その辺ちょっと精査して、消防団員のほうをよく調べていただきたいと思います。総務課長が言う言葉どおりになってない方がおられると思いますので、ほかから来てここの消防団員になっている方もおられると思いますので、ちょっと調べていただきたいと思いますが、私はそれが当初許されていると思っていたので、すごくすばらしいものだと思いました。
　　それを踏まえて、そのＰＲの仕方についてなんですが、今までは行政でいろいろチラシとか団員募集は行っておりませんでした。これも、今回やらなくちゃいけないという答弁だったので、ぜひお願いしたいとは思っています。ただ、そのＰＲの仕方、団員募集、報酬等や活動服一式を配給しますとか、そういった詳しいこともＰＲをしていただきたいし、各事業者に向けてのＰＲ等も行っていただきたいなと思っております。
　　よそから来ている若い方、ここに勤めており、また町で火災や災害が起きたときに、その会社の協力を求めながら活動の一端に入ってもらえるのであればすばらしいことでありますので、そういったところ、ＰＲ等に力を入れていただきたいなと思うんですが、いかがでしょうか。
○議長　　総務課長。
○総務課長　　今、議員ご指摘のように、今まで地区の方に、団員にお任せしておりましたけれども、やはり企業、組織に勤務される方については、町外にお住まいでという方もいらっしゃいますので、そういった方々に対するＰＲというものはこれまでしてこなかったと感じておりますので、そういった企業のご協力をいただきながら、消防団、消防活動に参加していただけるような、そういう取組について検討してまいりたいと考えております。
○議長　　大竹克昌君。
○８番　　ぜひお願いします。
　　また、地元のほうでもなかなか理解を得られず、若い方は入られない方もおられます。そういった方についても、行政のほうから、消防団からでも説明して入っていただくような形を取っていただければと思いますので、お願いしたいと思います。
　　次に、２番の消防装備についてでありますが、この消防装備につきましては、本当に三島町行政のほうから最新の設備を頂き、万全の体制を私は取っているのかなと思っております。
　　ただ、先ほどから問題視しています人力不足というか、団員の数が少なくなりますと、機械がいっぱいあっても動かせません。そういったところから、先ほどから言っているとおり、募集には力を入れてもらいたいと思っています。
　　その装備なんですが、前にも、消防団ではなく別なほうで一般質問させてもらいましたドローンであります。前回、検討していただきたい、ドローンはいろいろな場所で使えると、あのときは災害等町のいろいろなイベント等で使えるということで、私は一般質問させてもらいました。
　　あの当時、検討しながら、町の方針としてはなかなか予算等は回せませんという総務課長の答弁をたしかいただいたと思いました。少しでも、何かドローンを町のために使ってみようかという検討はなされたでしょうか。
○議長　　総務課長。
○総務課長　　ドローンにつきましては、その後、ほかの議員の方からもご質問があって、町長が導入について前向きに検討したいということで答弁申し上げてございます。
　　その中で、次年度等の予算には計上できませんでしたけれども、やはり、先般の捜索活動がございましたが、そのときも天候不順等でなかなか飛ばせないというような話を聞きました。風が強いとき、そういった天候等に大いに左右されるということもありまして、すぐに導入して使えるようにというふうにはなかなか難しいということもありまして、令和５年度、改めてその導入について、消防団の方も含めて、ほかの事業で活用する役場の組織も含めて、みんなで協議できるような場を設けたいというふうに考えております。
○議長　　大竹克昌君。
○８番　　町のほうでドローンを所持して動かせる形が一番私はいいのかなとは思っておりますが、それに対する設備投資だのいろいろ予算等もかかりますので、それもまた大変だと思いますし、そこはいろいろ検討していただきたい。
　　ただ、この中で、先ほど総務課長が言ったとおり、12月末に人の捜索をやりました。もうあれが私が前から言っていたとおりの一番いい例だと思います。もし天気がよければ、ドローンを飛ばせば、消防団員二、三十人がドローン１台で十分役に立つというか、消防団員が下れない崖や只見川沿い、隅々まで見られるわけです、ドローン１台で。そういったことを考えますと、しょっちゅうそういった災害が起きるわけではございませんが、必要なのかなと私は前回も申し上げたとおり思っております。
　　町でそれを持てば、イベント等いろいろなところで活用していただいて、動物の駆除等にも使えると思いますので、そこは行政で検討していただいて、持つものかなと私は思っています。
　　また、そういったところで、私は整備組合のほうに、消防関係のほう、代表で議員として行っています。これは副管理者であります町長にお願いしたいのですが、各消防署または例えば三島、金山、昭和でドローンを１台持つような、そういった話を整備組合の管理者の会議の中で出してもらえたらどうなのかなと思うんですが、いかがでしょうか。
○議長　　町長。
○町長　　先ほど総務課長が言った、令和５年度で導入を検討するというような答弁でした。しかしながら、いろいろ災害とかあるいは産業建設課で使いたいとか、あるいは鳥獣のほうで使いたいとかありますので、やはり町独自でもう必要な時代に入ってきたなと思います。
　　なお、機会があれば、広域でいろいろ、昭和と金山と三島と柳津辺りでタッグを組んで、消防署に１台ぐらい必要かなと。特に、平場はいいですけれども、うちのほうのような山間部はやはりドローンは必要なのかなというふうに感じておりますので、なお、お話しして、各消防署にドローンを１台ぐらいつけていただければありがたいかなと。ただ、問題は操縦するとか、何か公でやると免許とかあるみたいで、その辺もクリアしながら、話はしてみたいと思います。
○議長　　大竹克昌君。
○８番　　ぜひお願いしたいと思います。
　　町のイベントよりもいろいろな災害等で使うのが一番役に立つドローンだと考えておりますので、整備組合も加えて相談していただいて、消防署等に配置になれば、消防職員の方も一生懸命、操縦の勉強をしながら使えるものだと思いますので、ぜひ副管理者の方にはお願いしたいと思います。
　　次に、３番の今後の消防団についての質問でございます。
　　これは、私たち消防団の幹部も含めてずっとしゃべっていることであります。これから消防団はどのようになるのか。消防団がどうのこうのよりも、この町そのものの人口不足や高齢化、それに付随して消防団も流れている形であります。
　　今の30代40代が永遠とこれから先消防団を続けていかなくちゃいけない時代が来るのかなと私は考えております。そういったところで、消防団の在り方についてもいろいろ行政のほうからも提案をしていただいて、消防団と一緒に将来に向けていろいろ考えていかなくちゃいけないと思いますので、どうぞその辺はご協力願いたいと思います。よろしくお願いします。
○議長　　総務課長。
○総務課長　　やはり、消防団だけで考えている問題ではないと考えておりますので、やはり、町と消防団と一緒になって、今後の消防団の在り方を含めて協議してまいりたいというふうに考えております。
○議長　　大竹克昌君。
○８番　　よろしくお願いしたいと思います。
　　そこで１点だけ。役場職員の方がなかなか、消防団には入っていますが、俗に言う消防団の幹部にはなかなか今のところなっていただけない、なれないという約束事ではありませんが、ありますので、そういったものを今後は壊していただいて、なかなか大変でしょうが、消防団も幹部をやる人がいないものですから、役場職員等も幹部に上がっていただけるようなものをつくっていただければと思っております。そういったところもよろしくお願いしたいと思うのですが、いかがですか。
○議長　　総務課長。
○総務課長　　役場職員は、そういった災害等についても行政の組織として行動するということもございますので、消防団の幹部のほうに今まで入っていなかったということだと思います。
　　全体の人口が減少している中で、果たしてどういったものがいいかということについては、そういったことも含めて協議してまいりたいと考えております。
○議長　　大竹克昌君。
○８番　　よろしくお願いします。
　　あともう一点だけ、ちょっと最初のほうで言い忘れたのですが、若い消防団員の方からよく最近言われるのですが、町からは活動服一式、全配給で頂いております。物すごく本当にすばらしいものだと私も思っております。
　　そういった中で、今の現代の人たちの消防団の在り方、服とか、話を聞きますと、昔だとはっぴ、簡単に着れるはっぴがすばらしい物だという考えでありましたが、今現在の若い方は、冬であればジャケット、夏場であれば簡単に着れる薄いスポーツウエアみたいな、そういったものがあるんですが、ほかの市町村の消防団を見ますと、そういったところに名前を入れての、簡単にぱっと着れる、冬は活動服では寒いので、皆さん私物のジャケット等を羽織っておりますが、消防団の名前を入れて、消防団のジャケット、夏場は夏場で薄いヤッケというのか、そういった物を配給している消防団もありますので、そういうものがあればいいなという話もありますので、そういったものも検討していただきたいと思うのですが、お願いしたいと思います。
○議長　　総務課長。
○総務課長　　そういった装備についても、各隣接町村を確認の上、検討させていただきたいと思います。
○議長　　大竹克昌君。
○８番　　これからの消防団についてはいろいろ問題がいっぱいあると思いますので、行政と共に消防団も話合いに交ざって、今後のより一層すばらしい消防団をつくっていただきたいと思いますので、よろしくお願いし、私の一般質問を終わりたいと思います。
○議長　　次に、３番、五十嵐健二君。
　　なお、五十嵐健二君の持ち時間は、ただいまから12時25分までといたします。

○３番　　３番、五十嵐であります。
　　私のほうからは、１点質問をさせていただきます。
　　三島町地域共生圏事業について伺いたいと思います。
　　三島町地域循環共生圏推進協議会規約の目的の中で、森林資源を活用した再生可能エネルギー事業を推進することによって、森林の循環、再生可能エネルギーによる地域内循環、地域内連携による経済の循環を果たしと著されていますが、今までどうやってお金を持ってくるかばかりに目を向けていたことが、これからはどうしたら地域から出ていくお金を減らせるかということに変わってきているように私には見えるわけですが、町ではこの事業によって町をどのようにしたいのか伺います。
　　明快なる答弁をよろしくお願いいたします。
○議長　　町長。
○町長　　３番、五十嵐議員のご質問にお答えいたします。
　　三島町地域共生圏事業によって町をどのようにしたいのかというようなご質問でございます。
　　改めてこの地域共生圏事業について町が目指すことの確認ですが、行政あるいは森林所有者、あるいは民間事業者が一体となって、森林資源再生可能エネルギー事業を推進し、森林の循環あるいは再生可能エネルギーによる地域内循環、地域内連携による経済循環を果たし、もって、脱炭素社会を実現する地域循環共生圏の形成を目指しております。
　　地域資源である森林の活用、継承は大きな課題があります。地域循環共生圏事業では、木質バイオマスエネルギー地産地消と計画的な森林整備がこの課題解決の施策として取り組んでおります。
　　当町では、これまで森林整備と森林資源活用のどちらを優先的に実施するのかという選択でこれまで検討してきましたが、地域循環共生圏では活用に重点を置き、木質バイオマスエネルギー施設整備と運営組織の設立により、これまで用材としての流通対象では価値が低かった用材がエネルギー材として価値が見いだされ、生産されたエネルギーについては町内施設で使用することにより外部エネルギー購入費を少しでも減らしていく取組となり、運営も地域内事業者が主体となって運営することにより、エネルギー循環と経済循環が発生します。
　　そして、このような森林が活用される仕組みが確立されることで、町民の方々の森林整備の意識の醸成につながり、さらには森林整備が進むことにより脱炭素へもつながっていくものと考えております。
　　世界的な情勢の中で、今後、化石燃料への依存をどのように再生エネルギーに移行し持続可能な地域にしていくことができるかが大きなキーワードとなると考えております。そして、その取組が、当町の様々な施策にも影響を与えるものと考えております。移住定住事業や交流人口、関係人口にも大きな影響を与えるものと期待しております。
　　森林整備だけでなく、環境にも配慮した地域づくりとして施策を進めることが、当町の価値を高めていくものと考え、今後も取り組んでまいりたいと考えております。
○議長　　再質問を受けます。
　　五十嵐健二君。
○３番　　それでは、基本的なことをお伺いします。
　　この事業というのは、町全体のことを考えて進めている事業というふうに考えてよろしいわけですか。
○議長　　地域政策課長。
○地域政策課長　　議員ご指摘のとおりでございます。
○議長　　五十嵐健二君。
○３番　　今、町長の答弁の中にも、外部エネルギー購入費を少しでも減らしていく取組というふうに答弁されております。
　　そこでお伺いしたいんですけれども、現在、町が町全体で購入しているエネルギーの費用あるいは暖房用の燃料費というものは把握されていますか。お伺いします。
○議長　　地域政策課長。
○地域政策課長　　令和４年におきましてはまだ３月が終了しておりませんが、令和３年度においては、一応、当町の予算で支払いをしている部分の燃料費、灯油に関してと電気料に関しては数字を出しておりますので、ご紹介させていただきたいと思います。
　　灯油代に関しましては、令和３年度が623万7,000円、電気代に関しては各予算から見ますと3,098万3,000円でございます。令和４年度に関してはまだ３月が終わっておりませんので、令和３年度数値ということでご説明させていただきます。
○議長　　五十嵐健二君。
○３番　　今の集計は町の関係している施設等の合計金額ですよね。
　　それで確認したいんですけれども、私もこれ、関係管理者の方から集計表は頂いております。
　　私が質問したのは、今ほど説明でもありましたように、電気料は昨年度が3,000万と98万3,472円ですか。今年度は、３月を除いても、合計が3,424万2,819円と。これは３月も含めれば、これより300万円ぐらいまた増えるのかなというふうに考えておりますが、これも必要ですけれども、私が聞きたいのは町全体のです。一般家庭から出ている熱購入費あるいは燃料等の購入費、そういったものを把握しているのかどうかというのを確認したいわけです。
○議長　　地域政策課長。
○地域政策課長　　具体的に町のほうからアンケートをお願いしてという部分はないんですが、統計で使う家計調査であったり、そういう部分の数値はあると思いますが、すみませんが、施策の中でそれを集めてまとめている表は今のところ作っておりません。
○議長　　五十嵐健二君。
○３番　　多分、数億円ぐらいは町のほうから出ているというふうには大体考えられるわけですけれども、この事業は、先ほど言ったように外部エネルギーの購入費を少しでも減らしていくというような考えでやっているわけですよね。それは町全体のエネルギーの購入費あるいは暖房用の燃料費を減らしていくという考えで進めている事業というふうに理解していいわけですよね。
○議長　　地域政策課長。
○地域政策課長　　それは一つの、一端でもありますが、大きな部分では、町長答弁もあったとおり、森林整備という部分で活用して森林が整備されていくことによって、議員もご存じと思いますが、ゼロカーボン、町の二酸化炭素排出を抑制していくという部分を進めながら環境に配慮した町ということで、ぜひ三島町に行ってみたいというような形のまちづくりを進めていきたいというのがあります。
　　エネルギーを皆さんやっていくことがＣＯ２削減にもつながっていきますので、それだけではなく、それだけではなかなか三島のほうのゼロカーボンにつながらず、排出量を抑えることは難しいので、それに、やはり一番大きな部分は森林整備という形につなげていければなというふうに考えております。
○議長　　五十嵐健二君。
○３番　　町では2050年にＣＯ２をゼロにするという宣言をしておりますよね。そのための事業というふうに、私たち個人的には受け取れるようなところもあるんですけれども、エネルギーの購入費なり、町全体でどのぐらいお金が出ているのかというのをまず町のほうで把握していなければ、今後どういった事業をやっていくのかという最終的な部分が見えてこないですよね。
　　ですから、今回、コジェネでやる予定が、やはりいろいろな課題があって熱供給のほうに変わったというふうな、全員協議会とかでそういう説明がありましたけれども、実際、町で何をやっていくんだというような最終的な目標がなければ、今やっている、これからやろうとしているものも、私は生活工芸館ですか、あれが教訓になっていると思うんですけれども、また、その事業をやって町のほうから負担が大きくなっていくというような結果になれば、これはまた問題になってくるわけですよね。
　　ですから、今やる熱供給の事業にしてもそうですけれども、事業をやるには、やはりどれぐらいの費用がかかるのか、積算ですよね。そういったものをしっかりと取ってやって、これから進めていこうとしているのか。ただ単に、そういう事業をやるからという形で、そういうところは見ていないで進めていこうとしているのか、その辺のところをちょっとお伺いします。
○議長　　地域政策課長。
○地域政策課長　　ゼロカーボンビジョン策定の際に、ＣＯ２削減の中では、正確な数字ではないんでしょうけれども、町で使われているそれぞれの家庭であるとか燃料とかで使われている部分、数字を持ってきている推計の中でやっていく中でそれをどうやって落としていくかというのを設計しながらつくっていったところでございます。なかなか家庭とか車という部分を減らしていくのは、人数も少ないですし限界があるということで、やはり一番大きなそれを減らしていくには、やはり森林整備が必要だということで継続しておりますので、全く森林整備だけをやるということだけじゃなくて、数字も議員ご指摘のとおり具体的な数字が、どこから持って来ればいいのかもう一度ちゃんと確認しながら、ここにはこういうことを進めていくという部分を考えていかなきゃいけないかなと思っています。森林整備だけじゃなくて、それを別なものに交換していく。太陽光発電だとかそういう部分になるというのも総合的に含めながら、町は取り組んで進めていかなきゃいけないかなと思います。
○議長　　五十嵐健二君。
○３番　　言っていることがよく分からないんですけれども、木質バイオマスエネルギーというものを利用しながら、エネルギーを必要とするというふうなことになれば、当然、町の森林環境というか、森林を活用するということにつながりますよね。一つの事業をやればいろいろなことにつながってくるわけですよね。それなのに、なぜ森林環境が先に立ってそういうふうな事業をやらなきゃならないのかという、何か進め方がちょっと逆なんじゃないのかなというふうに、いわゆるエネルギーの購入費用だとか、三島町全体でこれだけの金が出ているんだから、こういうふうな施設を造ればこれだけの材料、木材が必要だ、その木材をどのようにして確保するんだと。そうしたら、やはり、それが間伐だとか森林整備につながってくるわけですよね。そういった最初の基になるものをしっかりと作っておかなければ、そのあとに続くものが、正確に出すということができないような感じがするんです。ですから、町でやろうとしていることが今ちょっと分からないというのは、コジェネの場合は、やはりいろいろな課題があってできないというふうな形になって熱供給のものに変えたと。その辺がちょっと分からないのね。本当に必要であるものをちゃんとしっかりと見据えてやっていかなければ、最終的に何をやるんだというふうに見えてこないんです。
　　今、新しい予算の中にも太陽光発電、太陽光に対するパネルですか、そういったものの助成も出しているわけですけれども、実際に町で何をやっていくんだというものをしっかりと出していかないと、私たちにとっては何をやりたいのか見えてこないんです。
　　それで、これは広報みしまの２月号で、その中で山本君が書いているんです、これ。町の材料のまきを使用すれば、そのまきの費用は町内の事業者に支払われることになり、お金が町内にとどまる。そのほかにも、森林資源の利用は、森林整備の促進、環境保全などの様々な波及効果が考えられると。これらの波及効果を可視化していく、目に見えるようにしていかなければならないというようなことをちゃんと書いてあるわけですよね。
　　だから、町としてこの循環型の共生圏ですか、それでやっていこうとしていることは一体何なのかというのを、はっきりと目標を立てていかないと、そのときの行き当たりばったりでやっているような。
　　それで、脱炭素社会というのを最終的にはやるんだというのも、私からすれば、そういった事業をしっかりしてやれば、それが脱炭素社会になってくるわけですよね。だから、何か今の状況だと、ＣＯ２ゼロのためにそういう事業をやっているんだというふうにしか見えないんです。
　　町全体のことを考えながらこの事業を進めるのであれば、しっかりとした柱を立ててやっていかないと、私たちには、やっていることそのものが理解できないんです。ですから、その辺のところをしっかりと捉えていただきたいんですけれども、先ほどから言っていることの重複になりますけれども、最終目的というか、この事業に対してどのようにやっていくのか、その辺のところをもう一度確認の意味でお願いいたします。
○議長　　地域政策課長。
○地域政策課長　　分かりづらいというふうに言われてもあれですが、基本的に共生圏の中で町長が答弁したとおり、やはり一番大きな目標は森林整備です。森林整備をどう進めていくかという部分が最終目標で、三島町の課題である森林をどのように整備していくかというのが一番の大きな目標で、それに向かって、それを活用するためには、ただ森林整備で切って出すだけでは、町としての考え方として経済が外に出るだけで、それでは駄目なので、ある資源を、森林整備を、最終的には目標として整備されたものが町なかで今度エネルギーとなってまたお金を生み出していくという部分で、エネルギーにも使われるというので循環させていくのが一番大きな目標なので、それが最終的な目標と大きな部分の取組であるというふうに理解して事業を進めているところです。
○議長　　五十嵐健二君。
○３番　　森林整備が目標なんですか、これは。循環型の共生圏をやるというのは、森林整備のためにやるわけですか。
　　私は個人的には循環型の共生圏、循環型の社会を目指すというのは、やはり町にとって必要なことだと思います。今、町だって人口が減少しているということで、交付税とか何かのこれからの減少というのが間違いなく進んでくるわけですよね。入ってくるお金が少なくなって出るお金が多くなるということは、町の財政にとっては大変厳しい状況になってくるというふうに考えるわけです。
　　そうした場合に、今進めているこれというのは、出ていくお金をまさに少なくしようとするような事業ではないんですか。森林整備のための事業なんですか、これは。
○議長　　地域政策課長。
○地域政策課長　　森林整備によって、今まで、森林整備が進むことによって山を持っている方にも整備で木がお金になるという部分では元に戻りますし、今まで安かった部分がエネルギー材になれば、また元に戻るという部分で、出ていくお金というか、今までお金にならなかった部分をお金にしたりという部分を考えて、それを循環させるというか、また森林整備のほうに使いながら、次の木の育て方、森林を整備していって、また次という部分で、一番大きな課題は、やはり町の森林が整備されていかないという部分もありましたし、それを地域資源として捉えてどう活用していくかという部分でしたので、スタートとしては。よろしいですか。
○議長　　五十嵐健二君。
○３番　　すみません、森林整備の事業でしたら、これは産業建設のほうに移るような形になると思うんですけれども、先ほどから言っているように、この事業というのは森林整備が目的で立てたこの共生圏ですか。それは森林整備の目的のためにつくった共生圏の事業というふうに理解してよろしいわけですか、こちら。
○議長　　地域政策課長。
○地域政策課長　　森林整備という言葉が大変まずかったかもしれない。森林資源の活用という、資源を活用するという部分で進めているということです。
○議長　　五十嵐健二君。
○３番　　だから、先ほどから言っているように、エネルギーの購入費を少しでも減らしたいというふうな形で進めているわけですから、それをどのように進めていくのかというのが問題ですよね。森林を活用するのはいいんですよ。その事業があって、森林をこういうふうに活用していくんだというのなら話は分かるんですけれども、森林活用のためにいろんな事業をやるというのでしたら、これは共生圏のほうの事業とはまた別なような事業も出てくるわけですよね。
　　今、その共生圏という形でやっている事業というのは、あくまでも私は今三島町で、いわゆる地消地産という言葉ありますよね。町で消費しているやつを町で作る、そのための事業だと私は考えているわけです。そういった場合に、やはりエネルギー問題というのは町にとって大変大きな支出、出ていくお金だと思うので、それを少なくするためにこの事業があるのかなというふうに考えているわけですけれども、ただそれだけではないということですよね、今の答弁だと。
　　ただ、エネルギーの費用を少しでも減らすというような事業に関しては、今やっているようなコジェネは駄目だから熱供給、そういう考えで進めていくというふうに考えてよろしいわけですか。
○議長　　地域政策課長。
○地域政策課長　　先ほどから議員ご指摘のとおり、町の財政が厳しい中で、お金をつぎ込むだけじゃなくて、やはりお金を生み出しながら事業を回していくということが大事な視点だよということで議会のほうからもご指摘いただいている中で、コジェネはやはり電気を生み出すということで、基本的なお金を生み出せるという部分がありました。熱も供給しながらということで、二重のメリットがあるんじゃないかということで進めておりましたが、それを生産するためのチップなどに相当なお金がかかるという部分がありましたので、なかなかそれは経済的な部分で考えると難しいということで、当初の目的であった熱供給型にもう一度戻りまして、令和４年度はその部分に関して協議をさせていただいて、施設、大きな施設に関して設備を導入して、木質森林資源を導入して、熱を供給して、今まで化石燃料で使っていたものを木質に変えられないかという部分で検討を進めているところでございます。
○議長　　五十嵐健二君。
○３番　　じゃあ、今進めている熱供給に関する事業に関しては、これは単年度事業ではありませんからこれから続くわけですよね。それに対しての積算をしているわけですか。
○議長　　地域政策課長。
○地域政策課長　　やはり、視点として、できるだけ採算性が取れるという部分をベースにしながら、熱供給して、供給できる設備と供給できる組織体をつくってできないかということをベースにしながら検討しています。
○議長　　五十嵐健二君。
○３番　　積算というのは、いわゆる工芸館のほうでやっているような形で、あれが教訓となるものだと考えるわけですけれども、町が赤字の部分というか、負担していくというような形はこれから続けていくような状況ではないですよね、はっきり言って。ですから、今やろうとしている事業にとって、今後続けていく上ではマイナスになるのか。いわゆる町の負担が増えていくのか。それとも、増えなくても同じぐらいの今までやっていたような形でできるのか。そういったことの調査はしているわけですか。
○議長　　地域政策課長。
○地域政策課長　　各施設に設備導入する際のシミュレーションをしまして、議員の皆様にも、いろいろコジェネ等ではご説明させていただきまして、どうしても導入経費は町がやはり持たないとなかなかこの事業は進められないかなという部分で、導入経費に関してはできるだけ有効な補助事業を見つけながら、運営に関して何とか赤字が出ないような運営の仕方ができないかというのを検討しているところでございます。
○議長　　五十嵐健二君。
○３番　　先ほどから、考え方がちょっと甘いというか、しっかりしていないような感じがするわけです。
　　先ほど集計表で説明していただいたとおり、電気料だけで3,000と700万円ですか。幾つもの施設はありますけれども。これ、４月１日からまた値上がりするわけですよね。各個人のほうにもはがきは行っていると思うんですけれども、大体32.9％の値上がりというふうな形になるわけです。そうすると、エネルギーの購入量、購入費というのがどんどんどんどん大きくなってくるわけですよね。
　　そういったものの一つの解決策として、今やっているようなこと、何か解決策になるのかなというふうな感じもしないではないのね。だから、そのやり方というか、本当に必要なものは必要であるんですよね。
　　ですから、考えていただきたいのは町全体の今のエネルギーの購入費あるいは暖房用の燃料代、そういったものが一体どのぐらい町から出ているのか。それを減らすためにはどういう方法があるのか。その方法。電気をつくって全世帯にやるという方法も、これはやっているところもあるわけです。ただ、そうした場合に設備費が幾らかかるのか。あとは、木質バイオマスでやればその材料がどのぐらい必要なのかというのをちゃんと調べて積算して、町民の人たちにこれから、いわゆるこういった事業を醸成していくというような、重点事業にも入っていましたけれども、町民の人たちがこういったものを文章で説明されてもちょっと理解ができないんじゃないのかなと思うのね。私たちだってこの文章だけではどういった事業をやっていくのかというのは理解できないわけです。ですからもっと、先ほど山本君の文章の中にもあったように、目に見えるような形にしていかないと、事業一つとってもなかなか進めていくのは難しいんじゃないのかなというふうに考えるわけです。
　　それで、共生圏の事業ですか、これが森林を生かすための一つの事業をやっていくというのであれば、しっかりとその中身、エネルギーを、外部に出ていくお金を少しでも減らすための事業としてこういう事業も必要だというのをしっかりと目に見えるような形で説明していかないと、私はちょっと理解を得られないのかなというふうに考えるわけですけれども、今後、町民のほうに説明あるわけですけれども、どういったような形で説明していくのかちょっとお伺いしたいと思います。
○議長　　町長。
○町長　　森林が先かあるいはいろいろな基本的なことが先かというのは、私はこの地域というのは、持続可能な地域をどういうふうにつくっていくのかということの一つの手段として、今おっしゃられた人口減少もある、あるいは交付税が少なくなる、あるいは、様々な歳入がなくなるというような中で、やはり、今の持続可能な地域というのは、基本的にはやはりエネルギーなんだろうというようなことで、循環型の社会をつくるというのがやはり大事なんだというようなことでは考えているんです。そのための手段として、当然、地域の資源を例えば活用しながら、資源というのは何だというと、例えば国もゼロカーボンとかやればプラスマイナスでゼロだというようなことで、ゼロカーボンだったり、ある面では市民の資源の活用だったり、この資源をどういうふうにゼロカーボンのため、あるいは持続可能な地域のためにつくるのかということで、実際は、本当は事細かにシミュレーションしながら、例えば小水力もそうです。はっきり申しますと、小水力は赤谷とあるいは大谷の浅岐の入山沢、あそこがやり方によっては採算が合うべというような話が一つあるわけです。そうしますと、そこをやって、課長言ったように、例えば運営主体はどうするのか、建設主体はどうするのか、そうすると全部で何ぼかかると。そうすると、10年後は、せめて７年後はプラスになるとかというようなことが、そういうふうに試算としてはあるわけなんです。ただ、まだはっきりこれで行くというようなことがなかなかできないもので、私を含めて、申し訳ないんですけれども、本当にちゃんとした試算ができ、そして、ある面では100万円出たのが、今度は50万円しか出ない、50万円が地域の中で回っていくというような、例えばそこで雇用の場ができるとか、そういうことを含めて、この地域をやはり動かしていく以外にないのかなというふうには考えております。
　　なお、もうちょっと分かりやすく、例えば町民との対話の中あるいはもう一回議員さんとも、いろいろ資料ありますから、対話の中で議論しながらいい方向に持っていきたいというようなことで、何もやらないとどんどん人口が減る、あるいはこのままですと町の収入もなくなるということで、例えばいろいろ、只見の町長さんなんかは、電源をつくって誘致事業して、電気をそこはゼロにして、雇用の場を10人とか20人つくるとかというような発想があるわけですから、これは単独ではなかなか難しいなというふうには感じます。だから、今そういうような動きになっているし、柳津もバイオマスをやろうというような動きになっているし、例えば木を利用した、地域の資源を利用した、あるいは水を利用した、温泉を利用した一つの雇用の場をつくっていくというのがこれからの時代なんじゃないかなというふうに考えておりますので、詳細な、今ご指摘ありましたように、確かに、私も含めてですけれども、議論の中ではなかなかご理解いただけないなというふうには思っておりますので、重要な何ぼというふうな、何ぼということは、今そういう小水力は、ある面では大蔵村でみると、１億ぐらい入るということでありますので、どういうことで入るのかということもきちんと、ただ予算書を見ただけでは分かりませんから、そういう数字を積み重ねながらやるということが大事なのかなというふうに考えておりますので、その辺をご理解、持続可能な地域をつくるあるいは再生とか環境とか、あるいは医療とか福祉とか、そういうことをキーワードにこの地域をつくっていく場合に、誘致企業なんていうのは簡単なんですけれども、そういう誘致企業もなかなかない、人口減少で。そして、ある面では人も売手市場で、みんな自由に若い人たちは動くということでこれも一つの生活の仕方だと思うので、そういうことを含めながら複合的にやはり考えていかなきゃならないというふうに考えておりますのでよろしく、もうちょっと整理しながら、今後、議論をみんなでしていきたいなというふうに考えております。
○議長　　五十嵐健二君。
○３番　　ただいまの町長の説明、よく理解はできます。町でやるよりは、近隣町村と協力し合いながらやっていくというのが、多分いい方法であると考えております。
　　ただ、この事業というのは、三島町は自己財源が非常に少なく、交付金だとか補助金だとか、そういうものに委ねる部分が非常に大きいわけです。この事業に関しては、少ないこそのいろいろな交付金だとかそういったものではなくて、ここから出ていく金を少しでも減らそうという考えで進めているんだと私は思います。出ていく金を少なくすれば、町にとっては少しずつ力になってくるわけです。ですから、そういった意味でも、先ほどから言っているエネルギー、エネルギーの地産地消とか地消地産というのは、これから町にとっても経済的にも大きな力になってくるのではないのかなというふうに考えますので、お願いしたいのは、見える化を進めていただきたいということ。町民の人たちにいろいろ説明する上でも、そういうふうに、実際にこのぐらいの費用がかかって、このぐらい運営していくのにかかるんだ。だけれども、これだけの利益が上がって、行く行くはその投資もゼロになるし、プラスになっていくんだというような結果が出せるような報告、説明の中でそういう説明ができるのであれば、町民の人だって理解を示していただけるのではないのかなというふうに思うわけです。
　　ですから、こういう事業というのは、目に見えるような状況で進めていただきたいというのが私の希望でありまして、これからもこの事業に関してはじっくりと私たちも見据えていきたいと考えておりますので、しっかりと進めていただきたいと思います。
　　以上で私の質問を終わらせていただきます。
○議長　　以上で一般質問を終結いたします。
　　　　　　　　　　◎散会

○議長　　以上で本日の日程は全部終了いたしました。
　　本日はこれにて散会いたします。
（午後０時０１分）
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